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はじめに 

 

平成２８年４月に発生した熊本地震では、本県は１４日（前震）と１６日（本震）の２

度にわたり震度７の激震に襲われました。多くの方が亡くなられ、建築物、ライフライン、

道路、鉄道、農業用施設等にも大きな被害が発生し、今なお、40,383 人（H30.1.31 現在）

の方が仮設住宅やみなし仮設住宅に住んでおられます。改めて、亡くなられた方々の御冥

福をお祈りするとともに、被災された皆様に御見舞いを申し上げます。また、発災直後か

ら国、自治体、ボランティアの方々を始め、全国の皆様から多大な支援を賜り、心から感

謝申し上げます。 

 

熊本地震では、学校施設等も多数被災し、教育庁や学校現場の教職員が様々な対応を迫

られることとなりました。県内の公立小・中・高校等の約３分の２で休校の措置がとられ、

被害の大きかった学校の中には、他校に間借りしての学校再開や自校の体育館やテント内

での授業実施を強いられた学校もあります。地震によりメンタル面の変化が見られた児童

生徒や教職員に対する心のケアも必要となりました。また、多くの学校が、避難所に指定

されているか否かにかかわらず、発災直後から地域住民の避難所となり、避難所閉鎖まで

教職員が運営に従事した学校もあります。 

 

教育庁や各学校においては、これまで他県の災害や本県の過去の災害の状況等を参考に、

災害に対する備えを行って参りました。しかし、熊本地震のように強い地震に対しては、

必ずしも備えが十分ではなかったことが明らかとなり、これは私たちの大きな反省点です。

例えば、避難所については、あらかじめ行政、自治組織、学校等の間でその運営に関する

取決めを行い、訓練も実施するようにしておけば、もっと円滑に運営できた避難所があっ

たことと思います。 

 

本県では、平成２８年８月に「平成２８年熊本地震からの復旧・復興プラン」を、同

１２月に「熊本復旧・復興４カ年戦略」を策定し、県民の総力を結集して「創造的な復興」

に取り組んでいます。教育庁及び各学校等においても、これまでの地震対応の反省を踏ま

えた防災体制を強化する取組みの推進に向けて、また、地震の被害や地震対応の実情等を

記録し、後世に伝えるため、本書を作成しました。 

 

今後、教育や防災分野をはじめ関係の皆様とこの検証結果を共有し、災害発生時の児童

生徒の安全確保、地域住民の避難、学校の再開等が円滑に行われるよう対策を進めて参り

ます。また、本書が、支援を頂いた皆様等の防災力向上の一助にもなれば幸いです。 

 

平成 30 年 3 月 熊本県教育長  宮尾 千加子 

 



熊本地震対応検証報告書の概要 

 報告書作成の目的  

教育庁や各学校等において、今後、更なる取組みを推進するにあたり、地震対応の課題や今後の取組

方針等を明らかにする必要があるため、検証を行い報告書にまとめる。 

 

 検 証 の 期 間  

平成２８年４月１４日（前震発生日）から平成２９年１２月３１日まで 

 

 検 証 の 方 法  

教育庁や他団体等が行った調査の結果や報告書等を検証の材料とした。 

 

（１）教育庁が調査又は作成したもの 

・熊本地震における各学校の対応等に関する調査（平成 28年 7月） 

・平成 28年熊本地震からの教育復興に向けた中間報告（平成 28年 9月） 

・県立学校における避難所運営の状況調査（平成 29 年 2 月） 

・平成 28年熊本地震の記録～特別支援学校の対応と教訓～（平成 29年 3月） 

・熊本地震における教育庁及び学校の災害対応に関する調査（平成 29 年 3月） 

・熊本地震からの復興に向けた記録集（平成 29年 3 月：阿蘇教育事務所作成） 

・小中高校計 8校に対するヒアリング（平成 29年 5 月） 

学校の地震対応の詳細把握が目的。熊本市、南阿蘇村、益城町の計 8校。 

（２）他団体等が調査又は作成したもの 

・「熊本地震の被害を踏まえた学校施設の整備について」緊急提言 

（平成 28年 7月：熊本地震の被害を踏まえた学校施設の整備に関する検討会<文部科学省>） 

・熊本地震における課題と対策に関する調査（平成 28年 7月：県小中学校長会） 

・熊本地震への対応に関する調査（平成 28年 7月） 

熊本市中学校長会が全市立中学校に照会 

・平成 28年熊本地震防災教育実践事例集（平成 29年 3 月：阿蘇市教育委員会） 

（３）市町村教育委員会への意見照会 

・市町村の視点も取り入れるため、本書の案の段階で、熊本地震による被害の大きかった４市町

村の教育委員会に本書案に対する意見を照会した。 

 

【凡例】 

・熊本地震：平成 28 年 4月 14 日午後 9時 26 分及び同月 16日午前 1時 25 分に発生した熊本県熊本

地方を震源地とする地震並びにその後の関連する地震 

・前震：平成 28 年 4 月 14 日午後 9時 26 分に発生した熊本県熊本地方を震源地とする地震 

・本震：平成 29 年 4 月 16 日午前 1時 25 分に発生した熊本県熊本地方を震源地とする地震 

・初動期：発災から概ね 1週間以内の段階を指す。 

・応急期：発災から概ね 2週目から 1ケ月間の段階を指す。 

・復旧期：発災から概ね 1ケ月以降の段階を指す。 
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